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感染症予防・対策については、結核・エイズを例に、仙台

市の対策・予防方法、特に病気に対する偏見を無くす配慮に

ついて説明していただきました。担当の方からは、「日本で

も結核は昔、死に至る病気で、感染して他人へうつす状態に

なると隔離されることから、結核患者に対する偏見がありま

した。保健師が定期的に患者宅を訪問して医療支援を行って

いましたが、患者の家族や地域住民に知られないよう、患者

の家から離れた場所に車を駐車し、歩いて家に向かうなど配

慮をしていました。また、エイズに対する十分な情報、知識

が定着していなかった頃、一部では正しくない情報が伝えら

れたことで、差別や偏見が助長されたと言います。この時、

仙台市では正しい情報源から情報を得て、医療施設、教育現場、テレビ・ラジオなどのツールを活用

し、市民に対して正しい情報を繰り返し発信し、正確に理解してもらえるよう努めました。」という

お話がありました。 

シエラレオネでも、「エボラウィルス病の元患者に対し、当初は十分な知識が定着しておらず、握

手を拒まれるなどの差別や偏見があった」と行政官は皆言っています。中央政府は混乱を収集するた

め、正しい情報を伝える尽力をしましたが徐々に、住民との距離が近い地方自治体が正しい情報を早

く伝える役割を担うこととなりました。 

そのような経験もあり、仙台市役所の方の話を聞いた後、研修員は地方自治体が住民に対し正しい

情報を発信することの大切さを再確認したようです。 
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